
図１２ 国内のインフルエンザワクチン製造量の推移 
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(7) 国内メーカーの収益は、国内に供給したワクチンの売り上げによるものがほと

んどであり、輸出や外国企業との提携販売による外国から収益の割合は少ない。

後述するように、日本では承認されていない外国由来のワクチン、また、新開

発ワクチンのパイプライン（企業が開発中の新薬候補化合物の総称）の状況に

おいて外国由来のワクチンが国内市場に登場する機会も今後増加することも

予想される。他の医薬品と同様に近年の外国メーカーのグローバル化の進展に

より、既に他の医薬品では全新薬に占める外国開発品等の医薬品の割合が増加

しており、外国における新ワクチンの開発の進展を考えれば、国内のワクチン

市場においても、これと同様に国内企業と外資との競争が激化すると予測され

る。 

図１３ 国内市場における外国品目の割合 
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３． 産業構造 

(1) 国内のワクチン製造企業は、3 社（武田薬品工業(株)(総売り上げ高に占めるワ

クチン事業の売り上げの割合２％未満)、(財)化学及血清療法研究所(３４％)）、

デンカ生研(株)（33%）を除き、全売上げに占めるワクチン事業売上げの割合

が高い。大半の国内ワクチン製造企業は、医薬情報担当者（ＭＲ）等の営業活

動及び市販後安全対策に係る部門の規模が小さいため、これらの機能を提携販

売会社である大手製薬企業のリソースに依存している。 

(2) 販売会社を利用することは、市販後の営業及び安全対策の点で、ワクチン製造

企業の活動を補完するとともに、市場における競争力を高めるという点でもメ

リットがあるが、提携販売会社である大手の製薬企業が新製品の研究開発等に

今後どのように関与していくのかといった点など、その動向等が注目される。 

図１４ 国内のワクチン製造企業と提携販売企業 
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流通構造の違い
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(3) 国内では、安定供給の観点から複数製造企業が同一種のワクチン（有効成分が

同一の一般名称のもの。ただし、製法は個々に異なる。）を供給する体制を整

えてきた。このような複数社による供給体制は、一社の生産トラブル等におい

て国内の状況に速やかに対応した供給支援や、製造企業の事業撤退における緩

衝機能として、需給安定化に寄与した事例もあり、安定供給を確保する上では

利点もある。 

(4) 一方、複数メーカーが同種のワクチンを並行して開発する慣行こそが、国内の

研究開発が非効率となる元凶となっているという批判もある。我が国において、

ワクチンの市場規模の縮小や生産コストの増加傾向の下で、米国等に比較して

比較的小規模の複数の国内ワクチン製造業者が安定的に事業を維持していく

ための経営基盤については、先行きの不透明な状態である。 
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